
議会の概要【令和６年４月】

- 1 -

議 会 の 概 要

令和 ６年 ４月

福島県石川町議会

石川町議会 議場



議会の概要【令和６年４月】

- 2 -

目 次

頁

１ 石川町の概況 １～３

２ 議員 ３

３ 議会日程 ４

４ 議会の運営 ４

５ 本会議開会状況 ５

６ 一般質問 ５

７ 請願・陳情 ６

８ 常任委員会 ６

９ 議会運営委員会 ７

10 特別委員会 ７

11 議員全員協議会 ７

12 議会報告会・各種団体との意見交換会 ７

13 議会モニター ８

14 議会費予算 ８

15 報酬・費用弁償等 ８～９

16 議員研修 ９

17 議会刊行物 10

18 議会事務局職員 10

19 歴代議長、副議長一覧表 11～12

20 石川町議会の沿革 13～15

21 石川町議会受賞歴（主な受賞歴） 15

22 財政状況 15～18



議会の概要【令和６年４月】

- 1 -

１ 石川町の概況

（１）位置、地勢

本町は、福島県中通り地方南部の石川郡中央に位置し、３０km 圏内には白河市、

須賀川市、郡山市があり、県庁所在地である福島市までは概ね７０km の距離に

ある。

町の面積は、東西 １８．９km、南北 １８．３km の中に １１５．７１ｋ㎡を

有しており、福島県の面積のおよそ０．８４%である。

標高は２７０ｍから５７０ｍで、町の北西部の阿武隈川、社川流域に広がる

比較的標高の低い平坦な地域と、町の中東部、阿武隈高地の西端となる中山間地

に二分される。この中山間地を流れる北須川と今出川流域に市街地が形成され、

両河川が合流する町の中央部に、商業施設、文教施設などが集中している。

地質的には、町の東側半分は御斉所・竹貫変成岩、西側半分は花崗岩類が分布

している。これら二つの異なる岩石が接するところにあるため大変複雑な地質

構造となっており、多種多様な岩石と鉱物が産出される地域となっている。

（２）歴史

本町の歴史は、古くは１万５千年前の旧石器時代後期の遺跡が確認されており、

ほかにも、縄文、弥生時代の遺跡も多数発掘されている。文献では、平安時代に

編纂された和名類聚抄（９３１年～９３８年）に、初めて石川の地名を確認する

ことができる。

街並みが作られたのは、源有光が前九年の役（１０５１年～１０６２年）の後、

石川庄に土着し、下泉の地に三芦城を築き、城下町を作ったことに始まる。

江戸時代になると、領主が目まぐるしく代わり、百姓一揆や世直し一揆がたび

たび発生したが、御斉所街道、常陸街道の宿場町、市場町として栄えた。

明治８年（１８７５年）には、自由民権運動の先駆けとなる「有志会議」が

結成され、明治１１年（１８７８年）、河野広中らを中心に関東以北最初の政治

結社である「石陽社」が設立され、多くの民権家を生んだことから、自由民権

発祥の地と称されている。明治２５年（１８９２年）には、石川義塾（現在の

学校法人石川高等学校）が設立され、現在まで多くの人材を輩出している。

その後、昭和３０年（１９５５年）に、（旧）石川町、沢田村、山橋村、中谷

村、母畑村、野木沢村の１町５村が合併し現在の石川町となった。
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（３）交通

主要道路としては、町を縦断する国道１１８号が、北は須賀川市、郡山市へと

至り、南は茨城県水戸市までのアクセスを可能としている。また、町の中心部を

起点に、西へは主要地方道白河石川線が、東へは主要地方道いわき石川線が走り、

阿武隈地域南部の交通の要衝となっている。

平成１３年には、東北自動車道の矢吹ＩＣと磐越自動車道の小野ＩＣを結ぶ

福島空港道路（あぶくま高原道路）の開通に伴い、町の北端に石川母畑ＩＣが

設置されるなど、主要高速道路へのアクセスも強化されている。

鉄道網としては、ＪＲ水郡線が国道１１８号に沿って南北に走り、町中央部の

ＪＲ磐城石川駅と北西部のＪＲ野木沢駅を多くの町民が利用している。

○役場庁舎の位置

〒963-7893 福島県石川郡石川町字長久保１８５番地の４

TEL ０２４７－２６－２１１１

FAX ０２４７－２６－０３６０

福島空港から車で１５分

東北自動車道白河ＩＣから車で４５分、須賀川ＩＣから車で３０分

あぶくま高原道路石川母畑ＩＣから車で１５分

常磐自動車道いわき湯本ＩＣから車で６０分

東北新幹線新白河駅から車で４０分、バスで６０分

郡山市から車で５５分、バスで５０分、ＪＲ水郡線で５０分

水戸市から車で１５０分、ＪＲ水郡線で１４０分
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（４）人口、世帯数等

２ 議員

（１）党派別議員数

※会派はなし

（２）年齢別議員構成

○最年少３８歳 ○最年長８０歳 ○平均年齢６５．４歳

（３）期数別議員構成

（４）任期

令和５年９月１５日～令和９年９月１４日

項 目 内 容 備 考

人 口 総数 １３，８０１ 人

男 ６，８９２ 人

女 ６，９０９ 人

令和6年4月1日現在

住民基本台帳人口

世 帯 数 ５，７６２ 世帯

面 積 １１５．７１ ｋ㎡

産 業 構 造

（令和２年国調）

第１次産業

第２次産業

第３次産業

合 計

７９０ 人 （ １０．２ ％ ）

２，７６８ 人 （ ３５．９ ％ ）

４，１５４ 人 （ ５３．９ ％ ）

７，７１２ 人

条例定数 現 在 数
党 派

無所属

１４ １４ １４

年 齢 ～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～

人 員 １ １ １ １１

期 数 １ 期 ２ 期 ３ 期 ４ 期 ５ 期 ６ 期

人 数 ６ ２ ５ １
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３ 議会日程

４ 議会の運営

曜日 日次 標 準 会 期

水 前８ 招集告示 招集通知 正副議長への議案説明

議会運営委員会招集通知 一般質問通告受付 議案等の写しの

配布

木 前７ 一般質問通告締切（正午） 議会運営委員会（午後）

議会運営委員への議案説明

木 初日 本会議 開会（議案、方針等提案 委員会設置・付託）

金 ２日 休 会

土 ３日 休 会

日 ４日 休 会

月 ５日 本会議 一般質問

火 ６日 本会議 一般質問

水 ７日 常任委員会

木 ８日 特別委員会

金 ９日 特別委員会

土 10日 休 会

日 11日 休 会

月 12日 特別委員会

火 13日 本会議 閉会

区 分 事 項

招 集 ○告示 ○議案等の写しの配付

議会運営委員会

（招集日の前７日）

○一般質問締切（正午）

○会期日程等

本 会 議

（初 日）

開会

○議会運営委員長の報告 ○会議録署名議員の指名

○会期の決定 ○諸般の報告 ○行政報告

○議案の上程及び提案理由の説明

○常任委員会への付託

〇特別委員会の設置及び付託

本 会 議 ○一般質問

委 員 会 ○付託された事件の審査（報告書の作成、提出）

特別委員会 ○付託された事件の審査（報告書の作成、提出）

本 会 議

（最終日）

○常任委員長報告 〇特別委員長報告

○質疑 ○討論 ○採決

閉会
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５ 本会議開会状況（令和５年１月～令和５年１２月）

（１）定例会

（２）臨時会

（３）案件の内訳

６ 一般質問

（１）通 告 制〔開会前７日の正午までに題名と要旨を議長に通告する〕

（２）質問時間〔質問、答弁合わせて１時間程度〕

（３）質問方式〔一問一答方式〕

会 期 日 数 会議日数 一般質問者数 質問事項 傍 聴 者 数

３月定例会 １３ ８ ９ ２１ ２９

６月定例会 ８ ５ １０ ２９ ５４

９月定例会 １３ ７ ５ １４ ３５

12月定例会 ９ ６ １０ ２６ ４５

計 ４３ ２６ ３４ ９０ １６３

会 期 日 数 会 議 日 数 傍 聴 者 数

２月臨時会 １ １ ０

５月臨時会 １ １ ０

７月臨時会 １ １ ０

９月臨時会 １ １ ０

11 月臨時会 １ １ ０

計 ５ ５ ０

条例 予算 決算 専決 その他 規則 意見書 決議 合計

町長

提出

定例会 ３２ ２４ ９ ０ １０ ０ ０ ０ ７５

臨時会 ０ ４ ０ ４ ２２ ０ ０ ０ ３０

計 ３２ ２８ ９ ４ ３２ ０ ０ ０ １０５

議員

提出

定例会 １ ０ ０ ０ １９ ０ ３ ０ ２３

臨時会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 １ ０ ０ ０ １９ ０ ３ ０ ２３

合計 ３３ ２８ ９ ４ ５１ ０ ３ ０ １２８
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７ 請願・陳情

（１）請願は常時受理し、所管の常任委員会に付託し審査する。

（２）審査結果は、本会議最終日に委員長が報告する。

（３）請願の結果は請願者に報告し、議会広報で周知する。

（４）陳情又はこれに類するもので、議長が必要と認めるものは請願の例により処理

する。

それ以外については議会運営委員会に諮って、その写しを印刷して議員に配付

し、趣旨の周知を図る。

８ 常任委員会

（１）委員会中心の議会運営

（２）議案等については、所管の常任委員会に付託する。

（３）予算（当初、補正）及び決算関係は、定例会にその都度設置する「予算（決算）

審査特別委員会」に付託し、審査する。

（４）本会議において委員長の報告後、議決する。

（５）常任委員会及び予算（決算）審査特別委員会においては、所管の課長、課長

補佐、係長出席のもと、細部にわたり審査する。

受理件数 採 択 趣旨採択 一部採択 不採択 審議未了 継続審査 保 留 取 下

請願 ２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

陳情 ２ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０

計 ４ ３ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０

名称 所管 定数 任期 付託事件

総務産業建設

常任委員会

総務課、企画商工課、

税務課、農政課、都市建設課、

監査委員、農業委員会、水道事業所、

他の委員会に属さない事務

７人 ２年 条例、その他の

議決事件（人事

案件を除く）

請願、陳情

文 教 厚 生

常任委員会

町民課、防災環境課、

保健福祉課、教育委員会

７人

広 報

常任委員会

議会の広報に関する事務 ６人
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９ 議会運営委員会

10 特別委員会

11 全員協議会

議員の全員で構成し、議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を行う。

12 議会報告会・各種団体との意見交換会

議会報告会は、町民の議会参加をより一層促進するため、議会活動の状況を町民

に直接報告・説明し、町政に関する情報の提供に努めるほか、議会活動に対する

意見や町政に対する提言などを話し合い、政策の実現につなげていくことを目指し、

平成２２年度から開催しているが、令和２年度～４年度については、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止のため中止とした。

このため、令和３年度からは、より少人数の参加者で開催できるよう、各種団体

との意見交換会を開催している。

令和５年度 石川町議会と各種団体との意見交換会 開催日：令和6年2月8日

設置年月日 定数 任期 所 管 事 務

平成３年９月２７日 ５人 ２年 １．議会運営に関する事項

２．会議規則、委員会条例に関する事項

３．議長の諮問に関する事項

名 称 設置年月日 定数 所 管 事 務

予算（決算）審査

特別委員会

平成３０年１２月定例

会から、各定例会ごと

に設置。

１３

人

予算（補正及び予算の専決処分

を含む）並びに決算の審査

主たる開催事由（令和5年1月～12月） 開 催 回 数

議 会 独 自 の 協 議 ・ 意 見 調 整 ４

本会議の審議に伴う協議・意見調整 ０

長による事前説明及び意見の聴取 １０

計 １４

会場 参加者数 意見交換団体及びテーマ

県立石川高校 １６

県立石川高校の１～２年生

"県立石川高校の魅力アップ"

「将来も県立石川高校が存続するために必要なこと」
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13 議会モニター

議会運営、広報等についての意見等を聴取し、議会をより円滑で開かれたものに

するため、令和４年７月に議会モニター１４名を委嘱。任期は２年。

第３回議会モニター会議（令和６年２月１９日開催）

内容：議会だよりの変更点、議会傍聴(視聴)について

14 議会費予算（令和６年度当初）

（単位：千円）

15 報酬・費用弁償等

（１）議員等

区 分 予算額 区 分 予算額

１ 報 酬 ４０，７０４ 10 需 用 費 １，４３０

２ 給 料 ９，５９９ 11 役 務 費 ３２２

３ 職員手当等 １８，３１６ 12 委 託 料 ２，６０１

４ 共 済 費 １５，０４９ 13 使用料賃借料 ２，０６７

７ 報 償 費 ３５０ 18 負担金補助金 １，３２１

８ 旅 費 １，７７５

９ 交 際 費 ４５０ 議会費合計 Ａ ９３，９８４

一般会計予算歳出合計 Ｂ ８，２８０，２７４

議会費構成比 Ａ/Ｂ １．１３％

区 分 報 酬 月 額 報酬改正年月日

議 長 ３２０，０００円 平成９年１０月１日

副 議 長 ２５２，０００円

議 員 ２３５，０００円

区 分 金 額 旅費改正年月日

日 当 ２，０００円 平成１５年４月１日

宿泊料（甲地方） １４，８００円

宿泊料（乙地方） １３，３００円
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（２）町長等

（３）費用弁償

１日 １，５００円

①支給する会議 本会議、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会

②支給しない会議 議員全員協議会等

（４）期末手当

報酬月額×支給率

16 議員研修

（１）議員研修 全国町村議会議長会主催 年１～２回

福島県町村議会議長会主催 年２～３回

石川地方町村議会議長会、町議会主催 年６～７回

（２）委員会研修 先進地視察（閉会中の所管事務調査）

委員会毎に年１回

※令和５年度については、新型コロナウイルス感染症

拡大防止のため、一部中止した。

区 分 給 料 月 額 給料改正年月日

町 長 ７９８，０００円 平成１０年４月１日

副 町 長 ６３９，０００円

教 育 長 ５９８，０００円

区 分 金 額 旅費改正年月日

日 当 ２，０００円 平成１５年４月１日

宿泊料（甲地方） １４，８００円

宿泊料（乙地方） １３，３００円

支給月 ６月 １２月 合 計

支給率 100分の167.5 100分の167.5 100分の335
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17 議会刊行物

（１）会議録 会議録は全文を録音のうえ、業者に委託して作成し、議会

ホームページに掲載している。

（２）議会の広報 議会の活動状況を町民に知らせるため、本会議、委員会等の

内容を掲載している。（石川町議会だより(年４回発行)）

（３）例規集 議会の能率的かつ円滑な運営に資するため、町の例規集を

議員全員に貸与している。

18 議会事務局職員

職員数 現員 ３人

事務局長 １人（監査委員事務部局書記を併任）

次長兼議事係長 １人（監査委員事務部局書記を併任）

書 記 １人（監査委員事務部局書記と併任）
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19 歴代議長副議長一覧表

【正副議長の任期４年】

回 氏 名 就任年月日 退任年月日

議

長

初代 有松安一郎 昭和30年 4月 1日 昭和30年 9月14日

２ 大 竹 謙 蔵 昭和30年 9月15日 昭和34年 4月 3日

３ 矢 内 善 貞 昭和34年 4月28日 昭和34年 9月14日

４ 矢 内 善 貞 昭和34年 9月15日 昭和38年 9月14日

５ 鈴 木 秀 次 昭和38年 9月16日 昭和42年 4月18日

６ 桑 沢 辰 治 昭和42年 6月 6日 昭和42年 9月14日

７ 永 沼 幸 吉 昭和42年 9月16日 昭和46年 9月14日

８ 永 沼 幸 吉 昭和46年 9月17日 昭和50年 6月24日

９ 遠 藤 照 義 昭和50年 6月24日 昭和50年 9月14日

１０ 深 谷 寿 章 昭和50年 9月17日 昭和54年 9月14日

１１ 我 妻 滋 夫 昭和54年 9月17日 昭和58年 9月14日

１２ 二 瓶 重 隆 昭和58年 9月16日 昭和62年 9月14日

１３ 二 瓶 重 隆 昭和62年 9月16日 昭和63年10月28日

１４ 郷 泰 隆 昭和63年10月28日 平成 3年 9月14日

１５ 郷 泰 隆 平成 3年 9月17日 平成 7年 9月14日

１６ 我 妻 滋 夫 平成 7年 9月18日 平成11年 9月14日

１７ 角 田 美 公 平成11年 9月17日 平成15年 9月14日

１８ 酒 井 利 治 平成15年 9月17日 平成19年 9月14日

１９ 大 野 峯 平成19年 9月19日 平成23年 9月14日

２０ 大 野 峯 平成23年 9月20日 平成27年 9月14日

２１ 下山田和雄 平成27年 9月15日 令和元年 9月14日

２２ 草 野 伝 明 令和元年 9月17日 令和 5年 9月14日

２３ 近 内 雅 洋 令和 5年 9月15日
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回 氏 名 就任年月日 退任年月日

副

議

長

初代 高 原 庄 勝 昭和30年 4月 3日 昭和30年 9月14日

２ 鈴 木 直 治 昭和30年 9月15日 昭和34年 9月14日

３ 桑 沢 辰 治 昭和34年 9月15日 昭和38年 9月14日

４ 桑 沢 辰 治 昭和38年 9月16日 昭和42年 6月 6日

５ 永 沼 幸 吉 昭和42年 6月 6日 昭和42年 9月14日

６ 竹 島 翠 昭和42年 9月16日 昭和44年12月23日

７ 遠 藤 照 義 昭和45年 3月 7日 昭和46年 9月14日

８ 佐 藤 光 一 昭和46年 9月17日 昭和50年 1月31日

９ 深 谷 寿 章 昭和50年 2月15日 昭和50年 9月14日

１０ 曽 根 文 雄 昭和50年 9月17日 昭和54年 9月14日

１１ 近 内 繁 昭和54年 9月17日 昭和58年 9月14日

１２ 西 牧 政 信 昭和58年 9月16日 昭和62年 9月14日

１３ 郷 泰 隆 昭和62年 9月16日 昭和63年10月28日

１４ 小 針 重 良 昭和63年10月28日 平成 3年 9月14日

１５ 円 谷 安 清 平成 3年 9月17日 平成 7年 9月14日

１６ 曽 根 文 彦 平成 7年 9月18日 平成11年 9月14日

１７ 秋 山 孝 平成11年 9月17日 平成15年 9月14日

１８ 矢 内 清 一 平成15年 9月17日 平成19年 9月14日

１９  谷 健 市 平成19年 9月19日 平成22年12月31日

２０ 中村孝太郎 平成23年 3月 3日 平成23年 9月14日

２１ 二 瓶 義 雄 平成23年 9月20日 平成27年 9月14日

２２ 山 田 英 重 平成27年 9月15日 令和元年 9月14日

２３ 近 内 雅 洋 令和元年 9月17日 令和 5年 9月14日

２４ 乾 初 美 令和 5年 9月15日
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20 石川町議会の沿革

昭和３０年 ３月 ・町村合併により石川町誕生

昭和３０年 ４月 ・石川町議会委員会条例制定

常任委員会６委員会、議員定数９６人

昭和３０年 ９月 ・議員定数９６人を３０人に改め委員会条例の一部を改正

・委員会の委員の数を改正し、２委員会を兼務する。

・議長、副議長は委員とならない。

・任期は、２年と明示する。

昭和４２年 ７月 ・議員定数３０人を２０人に改正

昭和４２年 ９月 ・常任委員会を総務５人、建設５人、民生文教５人、産業

５人に改正

昭和５４年 ８月 ・委員の任期を２年から４年に改正

昭和６２年 ７月 ・委員会条例を全面改正。（標準委員会条例に合わせる。）

・委員の任期を４年から２年に改正

平成 ５年 ３月 ・石川町議会政治倫理要領の決議について可決

平成 ６年 ６月 ・石川町における国営総合農地開発事業特別委員会設置

・石川町水・ゴミ問題調査特別委員会設置

平成 ７年 ６月 ・常任委員会を総務６人、産業建設７人、文教厚生７人に

改正

平成１４年 ３月 ・石川町議会議員定数調査特別委員会設置

平成１４年１２月 ・議員定数２０人を１８人に改正

・常任委員会の定数を、総務６人、産業建設６人、文教厚

生６人とする。

平成１８年１０月 ・石川町水道用水需要動向調査特別委員会設置

平成１９年 ３月 ・議員定数１８人を１４人に改正

平成１９年 ６月 ・常任委員会を総務産業建設（定数７人）及び文教厚生（定

数７人）の２委員会とする。

平成１９年１０月 ・議会広報編集特別委員会設置

平成１９年１２月 ・議会活性化推進委員会設置

平成２２年 ２月 ・議会活性化推進委員会、第３次答申書（最終）を提出

平成２２年 ５月 ・第１回議会報告会を開催
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平成２３年１１月 ・原発事故に伴う風評被害対策特別委員会設置

平成２４年 ３月 ・議会基本条例制定特別委員会設置

平成２４年 ５月 ・第２回議会報告会を開催

平成２５年１０月 ・第３回議会報告会を開催

平成２６年１０月 ・第４回議会報告会を開催

平成２８年 ８月 ・新庁舎移転に伴い議場閉場式を開催

平成２８年 ９月 ・新庁舎落成に伴い新議場開場式並びに新議場の完成を祝

う「議場コンサート」を開催

平成２９年 １月 ・第５回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催

平成２９年１０月 ・町長に政策提言書を提出

平成３０年 １月 ・第６回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催

平成３０年１２月 ・町長に政策提言書を提出

平成３１年 １月 ・第７回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催

令和元年 ６月 ・広報常任委員会設置

令和 ２年 １月 ・第８回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催

令和 ２年 ３月 ・議会基本条例特別委員会設置

令和 ２年 ４月 ・町長に政策提言書を提出

令和 ２年 ６月 ・石川町議会ＢＣＰ（業務継続契約）を策定

令和 ２年 ９月 ・議会中継（ライブ・録画）インターネット配信開始

令和 ３年 ４月 ・議会主催議員全員協議会を年４回定例化(4･7･10･1 月)

令和 ３年 ６月 ・議会一般質問様式の変更（説明文及び答弁者の記載）

・議員にタブレットを導入

・各種議員通知をタブレットにより送信

・議案書・予算書等をタブレットに掲載

・行政報告、提案理由のデータを議員タブレットに送信

・各議員一般質問の基本答弁を全議員タブレットに送信

令和 ３年 ７月 ・第１回各種団体との意見交換会を開催（保育所等保護者

会、商工会青年・女性部、認定農業者会）

令和 ４年 ４月 ・石川町議会基本条例施行
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21 石川町議会受賞歴（主な受賞歴）

22 財政状況

（１）令和６年度会計別予算

○普通会計（一般・特別）

（単位：千円、％）

○企業会計

（単位：千円、％）

令和 ４年 ７月 ・石川町議会モニター７名に委嘱状を交付

令和 ４年１１月 ・第２回各種団体との意見交換会を開催（自治センター

事務長、消防団分団長、石川地区商店主(後継者)）

令和 ６年 ２月 ・第３回各種団体との意見交換会を開催（県立石川高校の

１～２年生）

昭和４６年 ２月

昭和４６年 ６月

平成 ３年 ２月

平成１８年 ６月

平成２２年 ２月

・全国町村議会議長会表彰

・福島県町村議会議長会表彰

・全国町村議会議長会広報全国コンクール入選

・福島県町村議会議長会表彰

・全国町村議会議長会表彰

区 分 ６年度 ５年度 比 較 増減率

一 般 会 計 8,280,274 7,818,447 461,827 5.9

国民健康保険特別会計 1,633,521 1,646,385 △12,864 △0.8

後期高齢者医療特別会計 213,915 200,611 13,304 6.6

介 護 保 険 特 別 会 計 1,881,420 1,862,693 18,727 1.0

母畑財産区特別会計 696 1,334 △638 △47.8

中谷財産区特別会計 434 912 △478 △52.4

土地開発事業特別会計 16,743 6,071 10,672 175.8

宅地造成事業特別会計 5,851 17,828 △11,977 △67.2

合 計 12,032,854 11,554,281 478,573 4.1

区 分 ６年度 ５年度 比 較 増減率

水
道
事
業
会
計

収 益 的 収 入 369,957 361,472 8,485 2.3

収 益 的 支 出 369,948 361,063 8,885 2.5

差 引 9 409

資 本 的 収 入 247,438 246,461 977 0.4

資 本 的 支 出 293,236 311,353 △18,117 △5.8

差 引 △45,798 △64,892
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（２）令和６年度一般会計予算

○歳入（款別）

（単位：千円）

○歳入（財源内訳）

（単位：千円）

科 目
６年度 ５年度 比 較

予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率

１町 税 1,640,748 19.8 1,723,125 22.0 △82,377 △4.8

２地方譲与税 113,063 1.4 110,883 1.4 2,180 2.0

３利子割交付金 523 0.0 1,027 0.0 △504 △49.1

４配当割交付金 5,156 0.1 6,317 0.1 △1,161 △18.4

５株式等譲渡所得割交付金 3,612 0.0 4,652 0.1 △1,040 △22.4

６法人事業税交付金 27,130 0.3 18,282 0.2 8,848 48.4

７地方消費税交付金 379,878 4.6 397,412 5.1 △17,534 △4.4

８自動車税環境性能割交付金 6,722 0.1 6,011 0.1 711 11.8

９自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0

10地方特例交付金 91,300 1.1 6,300 0.1 85,000 1,349.2

11地方交付税 2,980,096 36.0 2,818,673 36.0 161,423 5.7

12交通安全対策特別交付金 1,169 0.0 1,250 0.0 △81 △6.5

13分担金及び負担金 48,591 0.6 42,421 0.5 6,170 14.5

14使用料及び手数料 44,451 0.5 45,928 0.6 △1,477 △3.2

15国庫支出金 636,653 7.7 623,715 8.0 12,938 2.1

16県 支 出 金 532,992 6.4 532,983 6.8 9 0.0

17財 産 収 入 9,254 0.1 9,060 0.1 194 2.1

18寄 附 金 26,003 0.3 20,003 0.3 6,000 30.0

19繰 入 金 594,561 7.2 536,888 6.9 57,673 10.7

20繰 越 金 1 0.0 1 0.0

21諸 収 入 156,498 1.9 158,777 2.0 △2,279 △1.4

22町 債 981,872 11.9 754,738 9.7 227,134 30.1

合 計 8,280,274 100.0 7,818,447 100.0 461,827 5.9

科 目
６年度 ５年度 比 較

予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率

一 般 財 源 5,856,913 70.7 5,669,310 72.5 187,603 3.3

特 定 財 源 2,423,361 29.3 2,149,137 27.5 274,224 12.8

合 計 8,280,274 100.0 7,818,447 100.0 461,827 5.9
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○歳出（款別）

（単位：千円）

○歳出（性質別）

（単位：千円）

科 目
６年度 ５年度 比 較

予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率

１議 会 費 93,984 1.2 95,525 1.2 △1,541 △1.6

２総 務 費 1,094,092 13.2 1,078,432 13.8 15,660 1.5

３民 生 費 2,135,458 25.8 1,989,807 25.5 145,651 7.3

４衛 生 費 787,732 9.5 803,307 10.3 △15,575 △1.9

５労 働 費 2,365 0.0 1,815 0.0 550 30.3

６農林水産業費 830,438 10.0 817,319 10.5 13,119 1.6

７商 工 費 260,600 3.2 248,258 3.2 12,342 5.0

８土 木 費 730,674 8.8 722,904 9.2 7,770 1.1

９消 防 費 389,446 4.7 410,323 5.2 △20,877 △5.1

10教 育 費 966,715 11.7 750,708 9.6 216,007 28.8

11災害復旧費 2 0.0 2 0.0

12公 債 費 944,790 11.4 862,094 11.0 82,696 9.6

13諸 支 出 金 33,978 0.4 27,953 0.4 6,025 21.6

14予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1

合 計 8,280,274 100.0 7,818,447 100.0 461,827 5.9

科 目
６年度 ５年度 比 較

予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率

人 件 費 1,481,802 17.9 1,409,604 18.1 72,198 5.1

物 件 費 1,342,958 16.2 1,296,755 16.6 46,203 3.6

維持補修費 112,153 1.4 90,764 1.2 21,389 23.6

扶 助 費 924,686 11.2 874,587 11.2 50,099 5.7

補助費等 1,309,478 15.8 1,235,234 15.8 74,244 6.0

消費的経費計 5,171,077 62.5 4,906,944 62.8 264,133 5.4

補助事業 288,439 3.5 407,257 5.2 △118,818 △29.2

単独事業 966,845 11.7 775,716 9.9 191,129 24.6

県営事業 18,000 0.2 32,000 0.4 △14,000 △43.8

災害復旧事業 2 0.0 2 0.0

投資的経費計 1,273,286 15.4 1,214,975 15.5 58,311 4.8

積 立 金 42,511 0.5 33,314 0.4 9,197 27.6

投資・出資金 6,000 0.1 6,000 皆増

貸 付 金 100,000 1.2 100,000 1.3

繰 出 金 732,610 8.8 691,120 8.8 41,490 6.0

公 債 費 944,790 11.4 862,094 11.0 82,696 9.6

そ の 他 計 1,825,911 22.0 1,686,528 21.5 139,383 8.3

予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1

合 計 8,280,274 100.0 7,818,447 100.0 461,827 5.9
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（３）令和４年度決算に基づく財政指数等

（単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 比 較

普
通
交
付
税
算
定

基 準 財 政 需 要 額 4,377,247 4,421,260 △44,013

基 準 財 政 収 入 額 1,860,244 1,783,123 77,121

臨時財政対策債発行可能額 62,144 240,951 △178,807

標 準 財 政 規 模

（臨時財政対策債発行可能額を含む）
4,908,912 5,105,624 △196,712

財政力指数（３ヵ年平均） 0.418 0.419 △0.001

地
方
財
政
状
況
調
査

普通会計歳入総額 8,746,225 8,669,589 76,636

普通会計歳出総額 8,172,392 8,023,447 148,945

翌年度へ繰り越すべき財源 83,097 50,556 32,541

実 質 収 支 490,736 595,586 △104,850

実 質 収 支 比 率 10.0 11.7 △1.7

経 常 収 支 比 率 82.7 82.9 △0.2

経常収支比率（再掲）

（減収補てん債及び臨時財政対策債を経常

一般財源等から除いた経常収支比率）

82.7 82.9 △0.2

地 方 債 現 在 高 7,534,562 7,608,188 △73,626

うち臨時財政対策債現在高 2,487,657 2,719,633 △231,976

債 務 負 担 行 為 額

（翌年度以降の支出予定額）
1,409,943 428,528 981,415

積 立 金 現 在 高 2,109,523 1,640,922 468,601

うち財政調整基金現在高 1,203,314 949,402 253,912

健
全
化
判
断

比
率
算
定

実質公債費比率（３ヵ年平均） 5.2 5.0 0.2

実質公債費比率（単年度） 5.9 5.6 0.3

将 来 負 担 比 率 6.0 15.7 △9.7


